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和田堀公園
（杉並区大宮一丁目地内ほか）

谷地川整備事業
（八王子市丹木町二丁目～同市加住町一丁目）

新海面処分場護岸整備事業
（江東区青海三丁目地先）



事　　　業　　　名

（事業箇所を括弧書き）

区画-１-①
国際競争拠点都市

整備事業
（土地区画整理事業）

東京都市計画事業渋谷駅街区土地区画整理事業
東京都

（渋谷駅街区土地区
画整理共同施行者）

区画-１-②
国際競争拠点都市

整備事業
（自由通路整備事業）

渋谷駅街区北側自由通路整備事業
渋谷区

（渋谷駅街区土地区
画整理共同施行者）

区画-１-③
国際競争拠点都市

整備事業
（自由通路整備事業）

渋谷駅南口北側自由通路整備事業 渋谷区

区画-１-④
国際競争拠点都市

整備事業
（再開発事業）

道玄坂一丁目駅前地区第一種市街地再開発事業
渋谷区

（組合施行）

区画-１-⑤
国際競争拠点都市

整備事業
（再開発事業）

渋谷駅桜丘口地区第一種市街地再開発事業
渋谷区

（組合施行）

公-２ 公園整備事業 和田堀公園（杉並区大宮一丁目地内ほか）   
東京都

（建設局）

港湾-１ 港湾整備事業
新海面処分場護岸整備事業
（江東区青海三丁目地先）

東京都
（港湾局）

港湾-２ 港湾整備事業
東京港　１０号地その２地区
国内物流ターミナル整備事業

東京都
（港湾局）

案件番号 事業種別 実施主体

平成２９年度第３回事業評価員会 評価対象事業位置図（１／２ 区部）

公－２

港湾－１

区画－１

港湾－２
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平成２９年度第３回事業評価員会 評価対象事業位置図（２／２ 多摩部）

河－１

事　　　業　　　名

（事業箇所を括弧書き）

河-１ 河川事業
谷地川整備事業
（八王子市丹木町二丁目～同市加住町一丁目）

東京都
（建設局）

案件番号 事業種別 実施主体
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     評価対象事業案内（１） 番号 区画-１-① 

位 置 図 設 計 図

事業概要

本地区は渋谷区の南部に位置し、東は明治通り、西は西口

駅前広場、北は道玄坂、宮益坂、南は国道２５６号線に囲ま

れた渋谷駅を中心とした5.2haの区域と、南に約300ｍ離れ、

渋谷川の西側に沿った約0.3haの全体5.5haの土地区画整理事

業である。 

本事業では、東西駅前広場の整備、これに支障となる地下

鉄銀座線の橋脚及び渋谷川の移設を行い、東口駅前広場の下

に地下広場、西口駅前広場の下に地下タクシープール等を整

備し、一体的な公共空間の確保及び交通結節点の機能向上を

図るものである。 

事業の種類 土地区画整理事業 

事業の名称 東京都市計画事業渋谷駅街区土地区画整理事業 

評価の実施主体 東京都 

事業所管部署 都市整備局 市街地整備部 区画整理課 

評価該当要件 
５年間未着工・10年間継続 

・その他（ 国際競争拠点都市整備事業再評価 ） 

対応方針（案） 継 続・中 止 

東口

施行区域

地上部

地下鉄銀座線 
橋脚移設 

西口駅前
広場 

東口駅前
広場

地下部

渋谷川移設

西口タクシー 
プール 

東口 
地下広場 

広場（河川用地）
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     評価対象事業案内（２） 番号 区画-１-① 

事業の進捗状況 事業内容を示す図面及び写真

①東口バスターミナル 

②西口バスターミナル 

③ハチ公広場（整備前） 

事業の種類 土地区画整理事業 

事業の名称 東京都市計画事業渋谷駅街区土地区画整理事業 

評価の実施主体 東京都 

事業所管部署 都市整備局 市街地整備部 区画整理課 

評価該当要件 
５年間未着工・10年間継続 

・その他（ 国際競争拠点都市整備事業再評価 ）） 

対応方針（案） 継 続・中 止 

使用収益開始済 

（土地所有者により建築工事中） 
供用開始済 

（都市計画道路/河川【渋谷川】） 

（平成 24 年 10 月撮影）

西口駅前広場 

東口駅前広場

（平成 29 年９月撮影）

（平成 29 年９月撮影）

（平成 29 年９月撮影）

（平成 23 年 10 月撮影）

（平成 22 年３月撮影）

① 

② 

③ 

写真撮影箇所 
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都市公園事業

公－２

事業名 和田堀公園 事業認可区域内供用面積 １８．1ha

　　　　　　　　　　　　　　　　　評価対象事業案内（１） 番号

東京都建設局事業主体 最新事業認可面積 ２５．９６ha

種別 総合公園
当初事業採択年度 昭和３２年

事業の種類

都市計画決定面積

都市計画決定（変更）年月日

５４．４ｈａ

当初 昭和３２年度
最終 昭和５１年度

継続　・　中止

評価該当要件

　本公園は、住宅が密集する杉並区中央部に位置し、神田川水系に含まれる善福寺川の両岸に展開
する公園である。園内には、都内では珍しいカワセミが生息する和田堀池や、陸上競技場、バーベ
キュー広場などを有し、年間約２７８万人の来園者に憩いとレクリエーションの場を提供している。
本公園は、東京都地域防災計画（平成２６年度修正）において、震災火災からの避難場所に開園区域
の大部分が指定されており、広域支援・救助部隊（自衛隊、消防、警察等）のベースキャンプとして活
用する「大規模救出救助活動拠点」に公園中央の陸上競技場が位置づけられている。また、本公園は
都市型水害対策のための３つの調節池を有している。
　引き続き、調節池機能を備えつつ散策ができる河川沿いの憩いの場の整備や、周辺住民の避難場
所確保のための開園区域拡張、防災公園の施設整備を行う。

和田堀公園

東京都知事　　小池百合子

東京都　建設局　公園緑地部

対応方針（案）

評価の実施主体

事業所管部署

事業の名称

５年間未着工　・　１０年間継続　・　その他（5年間継続）

位置図 航空写真

都市計画区域

和田堀公園

都市計画区域

事業認可区域

供用区域

和田堀公園

善福寺川
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評価該当要件 ５年間未着工　・　１０年間継続　・　その他（5年間継続）

対応方針（案） 継続　・　中止

事業の種類 都市公園事業

事業の名称 和田堀公園

評価の実施主体 東京都知事　　小池百合子

事業所管部署 東京都　建設局　公園緑地部

　　　　　　　　　　　　　　　　　評価対象事業案内（２） 番号 公－２

① ②

③ ④

②

③

④

①

和田堀池 済美山地区自然林

第一競技場 ワンパク広場

撮影位置 案内図
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評価該当要件 ５年間未着工　・　１０年間継続　・　その他（5年間継続）

対応方針（案） 継続　・　中止

事業の名称 和田堀公園

評価の実施主体 東京都知事　　小池百合子

事業所管部署 東京都　建設局　公園緑地部

事業の種類 都市公園事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　評価対象事業案内（２）-2 番号 公－２

自然観察会

防災照明善福寺川の両岸に位置する和田堀公園 防災トイレ用手押しポンプ

防災イベントでのかまどベンチ体験

イヌノフグリ（EN絶滅危惧ⅠＢ類）カワセミ（VU絶滅危惧Ⅱ類） コウホネ（VU絶滅危惧Ⅱ類）
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評価対象事業案内 番号 河―１ 

位 置 図 事業内容を示す図面

〈 整 備 状 況 図 〉 

事業概要

対 象 箇 所 ： 谷地川 

事業承認日 ： 平成１０年７月８日 

概  要  ： 流域の市街化の進行に伴い河川への雨水の流出量が増大している谷地川において、

１時間５０ミリの降雨に対応する護岸整備を行い、洪水による水害の危険から都民

の生命と暮らしを守るとともに、うるおいのある水辺の形成を図っている。 

        Ａ―Ａ断面図                   Ｂ－Ｂ断面図 

参考：改修前後  

事業の種類 河川事業 

事業の名称 谷地川整備事業 

評価の実施主体 東京都知事  

事業所管部署 建設局 河川部 計画課 改修課 

評価該当要件 ５年間未着工・10年間継続・その他（5年間継続再々評価（３回目）） 

対応方針（案） 継 続・中 止 

改修前            改修直後           現在の状況

凡  例

整 備 済 

H 2 9 整 備 箇 所

未 整 備 

Ｂ

Ｂ

Ａ

Ａ

写真撮影箇所 

新滝山街道 黄
金
橋

月
見
橋

谷地川 

谷地川

評価対象区間

H･W･L 

2.
2m

31.0m 4.0m 4.0m 

39.0m 

4.0m 4.0m 14.5m 

22.5m 

2.
2m

H･W･L 

16



○護岸延長
・総延長　：13,876ｍ
・外周護岸： 9,896ｍ
・内護岸　： 3,980ｍ

評価対象事業案内 番号 港－１ 

位 置 図 事業内容を示す図面

事業概要

１ 事業目的

都区部において、中央防波堤外側埋立処分場の後に廃棄物等を受入れるこ

とのできる埋立処分場を確保することによって、減量・資源化後に最終処分

が必要な廃棄物等の適切な処分を図り、快適な都民生活や都市の活動等を維

持していくため、新海面処分場護岸整備事業を実施するものである。

２ 事業計画

（１） 事業期間 ： 平成５年～平成３７年

（２） 事業費  ： 約292,810百万円

（３） 護岸延長 ： 約 9.2ｋｍ

（４） 埋立処分量： 約89,430千 

（５） 埋立地盤高： A.P.＋６．０m～A.P.＋３０．０m 

（６）埋立面積  ： 約３００ｈａ

事業の種類 港湾整備事業 

事業の名称 新海面処分場護岸整備事業 

評価の実施主体 東京都知事 

事業所管部署 港湾局 港湾整備部 計画課 

評価該当要件 5年間未着工・10年間継続・その他（再々評価５年間継続）

対応方針（案） 継 続・中 止 

新海面処分場 

中央防波堤外側処分場
（その２）

中央防波堤
外側処分場
（その１）

外周護岸(A)
  200m

内護岸
200m

管理型  　 Aブロック  供用H9～H14

    200,000m2     (2,040千m3 )

 内訳　　浚土・残土 　 1,000千m
3

一廃・産廃等 1,040千m
3

管理型  　 Bブロック  供用H10～

    721,000m2     ( 21,280千m3 )

 内訳　　浚土・残土　 　 9,580千m
3

一廃・産廃等 11,700千m
3

内護岸  1,416m

外周護岸(B) 東
503m

外周護岸(C) 東
503m

内護岸  1,364m

管理型  　 Cブロック  供用H14～

    695,000m
2
     ( 22,250千m

3 
)

 内訳　　浚土・残土　13,600千m
3

一廃・産廃等 8,650千m
3

外周護岸(D)
503m

管理型  　 Dブロック

    670,000m
2
     ( 21,710千m

3 
)

 内訳　　浚土・残土　　12,230千m3

一廃・産廃等   9,480千m
3

外周護岸(D)（内）  1,313m

管理型  　 Eブロック

    907,000m
2
     ( 30,160千m

3 
)

 内訳　　浚土・残土　  15,260千m
3

一廃・産廃等  14,900千m
3

外周護岸(E)
1,783m

外周護岸(F)
1,981m

安定型   Gブロック

  730,000m
2
    ( 9,030千m

3 
)

 内訳　浚土・残土 9,030千m
3

外周護岸(G) 西
1,021m

外周護岸(G) 南
678m

内護岸
500m

内護岸
500m

外周護岸(D)
（内）500m

安定型   Fブロック

       877,000m
2

    ( 13,900千m
3 
)

 内訳　浚土・残土

           13,900千m3

外周護岸(E)
（内）911m

今回評価

ブロック

（護岸等）

【凡例】

中央防波堤外側埋立処分場 

（その２） 

中央防波堤外側 

埋立処分場 

（その１） 

○今回対象護岸延長 

・総延長  ：  9,201ｍ 

・外周護岸 ：  5,221ｍ 

・内護岸  ：  3,980ｍ 

○新海面全護岸延長 

・総延長   ： 13,876ｍ 

・外周護岸 ：  9,896ｍ 

・内護岸   ：  3,980ｍ 
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     評価対象事業案内（１） 番号 港湾－２ 

位 置 図 事業内容を示す図面

事業概要

事 業 目 的

10 号地その 2 地区は、九州・沖縄定期航路などの拠点として、フェリー及び RORO 船
が就航し、完成自動車や取合せ品などを取扱い、同地域との物流に重要な役割を果して
いる。 

フェリーが利用する多目的ふ頭は、輸送の効率化のため既存岸壁の大型船対応を図る
ものである。 

RORO 船が利用する内貿ふ頭は、岸壁幅や背後荷捌地の不足、浅い岸壁水深により非
効率な荷役が生じていることから、既存岸壁の大型船対応を図るとともに、老朽化した
上屋の建替を含めたふ頭施設の再編による物流の効率化を図るものである。 

なお、当該岸壁は、第八次改訂港湾計画及び東京都地域防災計画において、発災時の
緊急物資輸送及び被災者避難のための緊急物資輸送対応施設に位置づけられている。 

全体事業費 ２４，３６８百万円 執行済額（執行率） ８，４７５百万円（３４．８％）

施 設 名 計画延長(a) 整備済延長(b) 整備率 (b/a) (平成28度末)

岸壁(-8.5m)(耐震) 

ふ頭用地 

 岸壁(-9.0m)(耐震) 

 泊地(-9.0m) 

ふ頭用地 

上屋 

２７０ｍ 

２０，０００㎡ 

４６０ｍ 

５０，０００㎡ 

２３，０００㎡ 

１棟 

１５８ｍ 

０㎡ 

０ｍ 

０㎡ 

０㎡ 

０棟 

５８％ 

０％ 

０％ 

０％ 

０％ 

０％ 

事業の種類 港湾整備事業 

事業の名称 東京港 １０号地その２地区 国内物流ターミナル整備事業

評価の実施主体 東京都知事 小池 百合子 

事業所管部署 港湾局 港湾整備部 計画課 

評価該当要件 ５年間未着工・５年間継続・その他 

対応方針（案） 継 続・中 止 

対象事業箇所

(国内物流ターミナル) 

ふ頭用地 
20,000㎡

岸壁（-9.0m）(耐震) 
460m（Ｖ1、Ｖ2）

泊地（-9.0m） 
50,000㎡

岸壁（-8.5m）(耐震) 
270m

【関連する他事業（完了）】
中央防波堤内側地区 
複合一貫輸送ターミナル 
整備事業（直轄事業）

利用者の一部移転により 

埠頭再編

上屋 
1棟

ふ頭用地 
23,000㎡

【周辺施設】  
臨港道路南北線及び接続道路 
（直轄事業、補助事業） 
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     評価対象事業案内（２） 番号 港湾－２ 

事業の種類 港湾整備事業 

事業の名称 東京港 １０号地その２地区 国内物流ターミナル整備事業

評価の実施主体 東京都知事 小池 百合子 

事業所管部署 港湾局 港湾整備部 計画課 

評価該当要件 ５年間未着工・５年間継続・その他 

対応方針（案） 継 続・中 止 

事業概要 

○ ＲＯＲＯ船の大型化に対応するため、岸壁を整備すること 

により、物流の効率化を実現 

○ ユニット貨物に対応するため、上屋を含むふ頭施設を再編 

することにより、物流の効率化を実現 

目的 

○ ＲＯＲＯ船の大型化（1.2 万トン）に対して岸壁水深が不足 

○ トレーラー等の車両回しに必要な、岸壁幅が不足 

課題 

○ 岸壁増深 -7.5m→-9m（※同時に耐震化を実施） 

○ 岸壁前出 10m、上屋建替(老朽化対策）を含むふ頭施設再編

主な整備内容 

○ H25   利用者の移転先である中防内 X4、X5 岸壁が完成 

○ H27   移転先ふ頭用地が南北線の工事ヤードに指定 

整備状況 

１０号地その２地区 内貿ふ頭（V1、V2） 

※岸壁幅の不足により貨物の輻輳が恒常的に発生 

１０号地その２内貿ふ頭の現況 

上屋建替 

整備後 

ユニット貨物対応の整備事例（品川） 

整備前 

施設の再編により 

物流の効率化 貨物輸送において、荷役を効率的に行うため、荷姿を統一(ユニット化)した貨物 

※ユニット貨物とは

船に設置されたランプウェー（搬出入路）により、運搬車両が自走、牽引により、 

乗降（Roll on/Roll off）できる構造を持った貨物船 

※ＲＯＲＯ船とは

〔ＲＯＲＯ船全景〕 〔車両の乗降状況〕 〔船内の車両積載状況〕

〔荷姿例〕 〔荷姿例〕 
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     評価対象事業案内（３） 番号 港湾－２ 

事業の種類 港湾整備事業 

事業の名称 東京港 １０号地その２地区 国内物流ターミナル整備事業

評価の実施主体 東京都知事 小池 百合子 

事業所管部署 港湾局 港湾整備部 計画課 

評価該当要件 ５年間未着工・５年間継続・その他 

対応方針（案） 継 続・中 止 

○貨物車両とともに、乗客も乗船する貨客船 

○運搬車両は、岸壁設置のサイドウェー（搬出入路）等で乗降 

○ H23 まで利用者と調整し、調査・設計を実施 

○ H23 に現地工事着手 

○ H27 までに岸壁を延伸し、供用開始 

○ H27 にふ頭用地が南北線の工事ヤードに指定 

桟橋法線

○ フェリーの大型化に対応した岸壁を整備することにより 

 物流の効率化を実現 

目的 

○ フェリーの大型化（1.6 万トン）に対して岸壁延長が不足 

課題 

整備状況 

○ 岸壁延伸 25ｍ（※同時に耐震化を実施） 

主な整備内容 

事業概要 岸壁の整備状況 状況写真 

○ふ頭用地が南北線工事ヤード

として利用（H29.7 撮影） 

※フェリーとは

耐震化 

○ 両ふ頭とも、大型船対応による物流効率化とともに、耐震化を実施 

○ 耐震化により、発災時における緊急物資輸送及び被災者避難のための、 

 耐震強化岸壁を確保 

事業概要 

○ 東日本大震災では、フェリーやＲＯＲＯ船が、車両が自走で乗降可能な特徴などから、 

 緊急物資や自衛隊の緊急輸送で活躍 

○ 首都直下地震の切迫性が指摘されており、東京港における耐震強化岸壁の必要性が、 

 更に高まっている。 

東日本大震災との関連 
概要 

東日本大震災時のフェリーの活用状況 

一度に大量の、人員・車両等が輸送可能 車両が自走で乗降可能 

整備延長 270m 

延伸 25m 
フェリー 

１０号地その２地区 多目的ふ頭 

整備済ブロック 

未整備ブロック 

出典：東日本大震災と海事社会（平成 23 年 7 月）

公益財団法人 日本海事センター

出典：国土交通省関東地方整備局東京港湾事務所 HP 

フェリー 
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